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新型コロナウイルス感染症に係る 

障害福祉サービス等事業所の対応について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料１－６】 
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在宅でのサービス利用については、今後の新しい生活様式の定着を見据え、本人の希望や特性を踏ま

えつつ、更に促進するため、令和２年度に限って新型コロナウイルス感染症への対応として臨時的に要

件緩和した取扱いを令和３年度以降は常時の取扱いとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔在宅でのサービス利用要件〕 

現 行 

（利用者要件） 

 通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ないと市町村が判断した利用者。 

 

（事業所要件） 

ア 在宅利用者が行う作業活動、訓練等のメニューが確保されていること。 

イ １日２回の連絡、助言又は進捗状況の確認、日報の作成を行うこと。作業活動、訓練等の内容

に応じ、１日２回を超えた対応を行うこと。 

ウ 緊急時の対応ができること。 

エ 疑義照会等に対し、随時、訪問や連絡等による必要な支援が提供できる体制を確保すること。 

オ 事業所職員の訪問又は利用者の通所により、評価等を１週間につき１回は行うこと。 

カ 原則として月の利用日数のうち１日は事業所に通所し、事業所内において訓練目標に対する達

成度の評価等を行うこと。 

キ オが通所により行われ、あわせてカの評価等も行われた場合、カによる通所に置き換えて差し

支えない。 

 

見直し後 

（利用者要件） 

 在宅でのサービス利用を希望する者であって、在宅でのサービス利用による支援効果が認められ

ると市町村が判断した利用者。 

 

（事業所要件） 

ア～エ 現行と同じ 

オ 事業所職員による訪問、利用者の通所又は電話・パソコン等のＩＣＴ機器の活用により、評価

等を１週間につき１回は行うこと。 

カ 原則として月の利用日数のうち１日は事業所職員による訪問又は利用者による通所により、事

業所内において訓練目標に対する達成度の評価等を行うこと。 

キ 現行と同じ 

 

（その他） 

 在宅と通所による支援を組み合わせることも可能。 

在宅でのサービス利用の要件の見直し 



                    - 3 -（新型コロナウイルス感染症に係る対応について） 

 

 

 

各事業所において、在宅利用を行う際には、和歌山市がこれまで発出した事務連絡通知をしっかり参

照のうえ、内容に沿った適切な支援を実施してください。 

 

◎在宅利用を開始する際には、和歌山市に届出書の提出が必要です。 

 在宅利用終了する際には、和歌山市に報告書の提出が必要です（在宅利用継続中は、毎月の報告書の

提出は不要です） 

※ 各サービスごとの届出書、報告書の様式は和歌山市障害者支援課のホームページに掲載しています

【ページ番号：１０２７７２０】 

 

：和歌山市がこれまで発出した通知一覧： 

※和歌山市障害者支援課のホームページに掲載〔ページ番号：１０２７７２０〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「新型コロナウイルスへの対応に伴う就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）における在宅での

サービス利用の取扱い等について」（和福障第８９号、令和２年４月９日付） 

 

・「新型コロナウイルスへの対応に伴う居宅等における取扱いについて」（和福障第１２４号、令和２

年４月１０日付） 

 

・「居宅等における支援を行う場合の加算等の臨時的取扱いについて」（和福障第１７０号、令和２年

４月１５日付） 

 

・「新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る障害者（児）への相談支援の実施等に関する取扱いに

ついて」（和福障第１９０号、令和２年４月１６日付） 

 

・「新型コロナウイルス感染症防止に伴う地域生活支援事業の対応について」（和福障第１９３号、令

和２年４月１６日付） 

 

・「訪問系サービスにおける新型コロナウイルス感染防止に向けた対応について」（和福障第３２４号、

令和２年４月２１日付） 

 

・「新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る障害者（児）への相談支援の実施等に関する取扱いに

ついて（追加）」（和福障第４６４号、令和２年４月２８日付） 

 

・「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所における対応Ｑ＆Ａ（和歌山市版）に

ついて」（和福障第５４５号、令和２年５月１１日付） 

 

・「新型コロナウイルスへの対応に伴う在宅でのサービス利用の取扱いについて」（和福障第９９１号、

令和２年６月１８日付） 

 

・「新型コロナウイルスへの対応に伴う障害児通所支援事業所の対応について」（和福障第９９２号、

令和２年６月１８日付） 
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※  なお、新型コロナウイルスに関わらない、個人の障害特性に基づいた在宅利用の適

用については、和歌山市による支給決定が必要となります。 

  身体障害、知的障害の場合は障害者支援課、精神障害の場合は保健対策課がそれぞれ

支給決定権者になります。 

  新型コロナウイルスに関連した在宅利用とは要件が異なる部分もありますので、利用

希望する場合には、各支給決定権者に直接お問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

～通所による支援が前提です～ 

 

 新しい生活様式の定着を見据え、在宅でのサービス利用については令和３年度以降も

常時取り扱うことになりますが、在宅での支援はあくまで選択肢のひとつであり、障害

者通所事業所における在宅利用を『一般企業における在宅勤務やテレワーク』と同じよ

うに考えることはできません。 

 障害者通所事業所には、障害をもつ利用者が自宅以外の場所に決まった時間に通い、

他者とのコミュニケーションを図りながら、人間関係の構築方法を身に着けていくため

の「通いの場」という役割も担っています。 

「通所するよりも家にいるほうが楽」といった感覚から、現状維持にとどまってしま

い、一般就労に向けた支援が困難になってしまったり、利用者の生活リズムの乱れや家

族の精神的負担の増大が生じることも考えられます。 

 また在宅で支援できる作業には限りがあり、生産活動の減少により工賃支払に悪影響

を及ぼす可能性もあります。 

 そういった視点から、「国が在宅利用を認めているから」といった安易な考えに流さ

れてしまわないように、利用者に対して本当に必要かつ効果的な支援についてしっかり

と検討していただくようお願いいたします。 

 そのため、各事業所において十分な感染防止対策を前提として、「新しい生活様式」

の実践を踏まえながら、従来通りの通所による支援を前提にサービス提供をしていただ

きたいと考えております。             
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厚生労働省ホームページ上にて、通所を自粛している在宅利用者に対する支援や利用者の体調管理

に関する支援など、新型コロナウイルス感染症に対応した支援事例を集約しています。 

https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000638845.pdf 

 

 

 

 

 厚生労働省障害保健福祉部障害福祉課事務連絡通知については、第１報～第９報まで発出されていま

す。各事業所において、しっかりと内容確認した上で、適切に取り扱ってください。 

 

【厚生労働省ホームページ】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00097.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人員基準等の臨時的な取り扱いについて 

新型コロナウイルス感染症に対応した就労系福祉サービスにおける支援事例 

https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000638845.pdf


                    - 6 -（新型コロナウイルス感染症に係る対応について） 

 

 

 

 

 

 

（１）新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた実績の算出 

 令和３年度の報酬算定に係る実績の算出については、令和元年度又は令和２年度の実績を用いないこ

とも可能（就労継続支援は平成３０年度実績を用いることも可能）です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《令和３年度の報酬算定に係る実績の算出》 

【就労移行支援】 

 次のいずれか２カ年度間の実績で評価 

（Ⅰ）令和元年度及び令和２年度 

（Ⅱ）平成３０年度及び令和元年度 

 

【就労定着支援】 

次のいずれかの期間の実績で評価 

（Ⅰ）平成３０年度、令和元年度及び令和２年度（３年間） 

（Ⅱ）平成３０年度及び令和元年度（２年間） 

 

【就労継続支援Ａ型】 

 スコア方式の項目のうち、「１日の平均労働時間」については、次のいずれかの年度の実績で

評価 

（Ⅰ）平成３０年度 

（Ⅱ）令和元年度 

（Ⅲ）令和２年度 

 ※「生産活動収支の状況」については、前年度を「令和元年度」に置き換えた実績で評価する

ことも可（その場合、前々年度は「平成３０年度」を用いる） 

 

【就労継続支援Ｂ型】※平均工賃月額に応じた報酬体系の場合 

 次のいずれかの年度の実績で評価 

（Ⅰ）平成３０年度 

（Ⅱ）令和元年度 

（Ⅲ）令和２年度  

就労系サービスにおける共通的事項 
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（２）令和３年４月以降の「新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱

い等について（第４報）」の取扱いについて 

 

「就労継続支援事業Ｂ型における就労アセスメントの取扱いについて」、「就労継続支援事業Ａ型等に

おける暫定支給決定の取扱いについて」及び「就労移行支援事業における標準利用期間を超えた後の支

給決定期間の更新の取扱いについて」は、令和２年度限りの取扱いとし、従来の取扱いに戻るものとし

ます。 

※（「新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について（第８報）」より抜粋 

 

 「新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について」（厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡通知）については、第１報～第８報まで発出されています 各事

業所において、しっかりと内容確認した上で、適切に取り扱ってください。 

 

 

 


